２０１５年６月１０日


港区長　武井雅昭　様
憲法破壊の戦争法案である「安全保障法制の関連法案」の
撤回を求める緊急申し入れ

日本共産党港区議団



　２０１４年７月１日、安倍内閣は多くの国民の反対の声を無視し、「集団的自衛権行使容認」の閣議決定を強行しました。これは、歴代内閣が行ってきた憲法９条解釈を投げ捨て、日本が攻撃されていなくても自衛隊の海外での武力行使を可能にするものです。さらに本年５月１４日にはこの閣議決定の具体化として「安全保障法制の関連法案」を閣議決定し、国会に上程。今国会中に可決しようとしています。
法案は戦闘地域に武装した自衛隊を送り、アメリカ軍の戦争に参加。「戦闘地域には行かない」「武力行使は行わない」という歯止めがなくなり、いつでも、どこでも、どんな戦争にも自衛隊が参戦・支援することになり、日本の若者を戦場に送り込むものです。
　日本は先の侵略戦争の反省から、１９４７年に平和憲法を制定し、第９条で「戦争の放棄、戦力を保持しない、交戦権は認めない」と宣言しました。そして。戦後７０年間、戦争によって一人の外国人も殺すことなく、日本人も一人も殺されることなく平和を守り抜き、アジア諸国との信頼関係を深めてきました　
また、港区はこの平和憲法を活かし守りぬく立場から、１９８５年８月１５日に「港区平和都市宣言」を制定しました。今年はこの平和都市宣言制定３０周年の節目の年にあたり、「戦後７０年が経過し、戦争の記憶が風化していく中、幅広い世代の区民が平和を考え、世界の平和を願う心はひとつであることを改めて認識するよう」、さまざまな周年行事も予定されています。

国会で５月２６日から審議が始まる「安全保障法制の関連法案」は、まさに、戦争を禁止し、平和外交に徹する日本国憲法や、港区平和都市宣言の立場に逆行するものであり、平和を求める区民の願いを踏みにじるものです。
よって私たちは、港区長が安倍総理大臣に、「安全保障法制の関連法案」撤回を求めることを強く要望します。　　　　
